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は じ め に 

 

１． 策定の経緯 

これまで食品分野では、HACCPや ISO9000シリーズなどの導入により、食品の衛生・
安全性や品質の管理に取り組まれてきた。しかし、ＢＳＥの発生や偽装表示事件などによ

り、消費者の食品に対する信頼が揺らぎ、生産・流通の履歴が明確にされた食品の供給へ

の消費者の要望が高まっている。また、生産・製造・流通の各分野で食品の安全性確保対

策の一層の充実・強化が求められている。このような中で消費者に食品の履歴に関する情

報を積極的に提供し、消費者が安心して食品を購入できるようにし、食品事故が発生した

場合にもその製品回収を容易にする仕組み作り、すなわち、食卓から産地まで顔の見える

関係の構築にも資するトレーサビリティシステムの構築が喫緊の課題となっている。 
 
このような状況を踏まえ、平成 15年４月に「食品トレーサビリティシステム導入の手引
き」（食品トレーサビリティガイドライン及びトレーサビリティシステム導入実証事例）が

農林水産省より公表され、食品トレーサビリティの一定の方向が示されたところである。 
外食産業では、当該手引きを踏まえ、業界の実情に鑑みたトレーサビリティシステムの

構築に寄与するため、その導入の手引きとなるガイドラインを策定することとし、（社）農

協流通研究所と（社）日本フードサービス協会が農林水産省の補助事業であるトレーサビ

リティシステム開発事業の「食品トレーサビリティシステム選定委員会」の下に「外食産

業トレーサビリティ導入ガイドライン策定委員会」を設置し、検討を行った。 
  
２． 策定のねらい 

本ガイドラインは、これからトレーサビリティを導入しようとする外食事業者の方々の参

考となるよう、取組みにあたっての基本作業や重要な点、留意すべき点を示すとともに、

その進め方を例示することによって、導入を助けることをねらいとしている。 

トレーサビリティシステムの導入は、法律で導入が義務づけられている国産牛肉以外の

品目については、取組事業者等の自発的な取組みとして、各自の責任のもとで行うべきも

のである。本ガイドラインはその際に信頼性のあるシステムを構築するうえでの手引きと

なるものである。 
また、ガイドラインの内容は、電子媒体等関連技術の進歩等に応じて今後随時、見直し

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

や充実を図っていきたいと考える。
．．．．．．．．．．．．．．．．

 
 

トレーサビリティは、「生産、処理・加工、流通・販売のフードチェーンの各段階で食品

とその情報を追跡し、遡及できること」と定義され、トレーサビリティシステムは、生産、

処理・加工、流通・販売等の各段階で、食品の仕入先、販売先などの記録を取り、保管し、



 2

識別番号等を用いて食品とその結びつきを確保することによって、食品とその流通した経

路及び所在等を記録した情報の追跡と遡及を可能とする仕組みである。 

すなわち、生産から外食事業者によるサービス提供までにかかわる事業者ひとりひとり

がトレーサビリティに取り組むことによって、結果としてトレーサビリティが実現するも

のと推察される。 

本ガイドラインは、外食事業者がそれぞれトレーサビリティに取り組むための環境を整

備し、その上で業界全体のトレーサビリティ普及に繋げていくために使われるものである。  

外食事業者は、本ガイドラインを手引きとして活用し、自らのトレーサビリティへの取

組内容を決めること（たとえば、自社のトレーサビリティへの取組目標の設定や手順書の

作成など）が必要である。 

 

３． 本書の構成 

 第Ⅰ部では、外食事業者がトレーサビリティに取り組む際の基本作業の内容を例示し、

第Ⅱ部では、トレーサビリティシステム導入の目的や構築にあたっての留意点とトレーサ

ビリティに必要な作業等基本事項、消費者への情報提供等を示す。第Ⅲ部では具体的な導

入の進め方を示し、さらに第Ⅳ部では、実証試験の結果にもとづいて、外食産業でのトレ

ーサビリティシステムへの取組み事例を紹介する。 
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４． 委員の構成 

【食品トレーサビリティシステム開発委員会委員】 

（順不同、敬称略） 

◎梅沢昌太郎 日本大学商学部 教授 

神田 敏子 全国消費者団体連絡会 事務局長 

坂本 尚登 （財）流通システム開発センター 流通コードセンター 研究開発部 次長 

新山 陽子 京都大学大学院農学研究科 教授 

松田 友義 千葉大学大学院自然科学研究科 教授 

池戸 重信 独立行政法人農林水産消費技術センター 理事長 

永田 忠博 独立行政法人食品総合研究所 流通安全部長 

福田 好朗 法政大学工学部経営工学科 教授 

長谷川 美典 独立行政法人農業技術研究機構果樹研究所 カンキツ研究部長 

（◎：委員長） 

 

【外食産業トレーサビリティ導入ガイドライン策定委員会委員】 

（順不同、敬称略） 

◎木立 真直 中央大学商学部 教授 

池戸 重信 独立行政法人農林水産消費技術センター 理事長 

高野ひろみ 全国消費者団体連絡会  

荒巻 麻子 荒巻麻子事務所 代表取締役 
酒井  努 （株）すかいらーく ＨＭＲ営業部長 
舘本 勳武 デリカフーズグループ 代表取締役 
久保田 徹 （有）リベラル フードサービステクノコンサルタント 
堀田 富雄 （株）モスフードサービス 執行役員商品本部長 
（◎：委員長） 
 

【検 討 経 過】 

●食品トレーサビリティシステム開発委員会 

第２回 平成 15 年 11 月 12 日（水）  

第３回 平成 16 年２月９日（月）  

第４回 平成 16 年３月 31 日（水） 

 

●外食産業トレーサビリティ導入ガイドライン策定委員会 

第１回 平成 15 年 12 月 19 日（金） 

第２回 平成 16 年１月 27 日（火）（主要メンバーのみ）  

第３回 平成 16 年２月 23 日（月）  
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Ⅰ部 外食事業者に求められる基本作業の例示 
 
トレーサビリティシステムは、取組主体の自らの意思によって、各自の責任のもとで導入

されるものであり、その作業内容は外食事業者が決定するトレーサビリティ導入の目的に

よって異なる。ここでは、トレーサビリティに取組む際に参考となる基本的な作業項目と
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

作業概要を例示
．．．．．．．

することとする。 
 

１．基本作業項目の例示 

外食事業者は、大きく個店とチェーン店に分類され、それぞれの作業工程は異なるので、

トレーサビリティの基本作業もそれぞれ別に例示する。 
基本作業の項目は、「仕入れ管理」、「在庫管理」、「流通・加工管理」、「搬出管理」である

が、「流通・加工管理」と「搬出管理」が必要なのは、セントラルキッチン方式を採用して

いる場合である。また、食材の仕入れからサービス提供まで食品衛生に関する履歴を記録

すること（「衛生管理記録」）は、万が一の事故が発生した場合、原因追及を行うことや責

任の所在を明らかにすることにつながるので、可能なところから順次実施していくことが

望ましいと考えられる。 
 

【個店の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕入れ 仕入れ管理 

調理・加工 

 
在庫 

在庫管理 

 
温度履歴管理 
使用期限管理 

作業の流れ 
トレーサビリティに

おける基本作業項目 

消費者へサービス 情報提供 

Ｐ６ 

Ｐ１０ 

 
Ｐ２０ 

Ｐ３４ 

参照 
ページ 
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【チェーン店の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕入れ 仕入れ管理 

調理・加工 

 
在庫 

在庫管理 

セ
ン
ト
ラ
ル
キ
ッ
チ
ン 
店

 

舗 

仕入れ 

 
流通加工 

搬出 

加工管理 

搬出管理 

仕入れ管理 

 
温度履歴管理 
使用期限管理 

温度履歴管理 
使用期限管理 

作業の流れ 
トレーサビリティに

おける基本作業項目 

消費者へサービス 情報提供 

Ｐ６ 

Ｐ１０ 

Ｐ１３ 

Ｐ１８ 

Ｐ２０ 

 
Ｐ２０ 

Ｐ６ 

Ｐ３４ 

参照 
ページ 
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２．基本作業概要の例示 

 
（1） 仕入れ管理 

① 納入単位とその情報（識別記号、ラベルおよび送り状の内容）を照合する。 

② 納入単位とそのベンダーを対応付け、記録する。 

③ 納入単位のラベルまたは送り状の情報を入力または記録する。 

④ 納入単位のラベルまたは包装紙に納入日付を記録する。 

※上記②、③では、仕入台帳を別途作成すること、あるいは納品書を貼り付けて保管す

ることでもよい。 

※食品衛生法第１条の３第２項によると、外食飲食店営業者は、次の記録と保管を行う

ことが努力義務（努力することが求められている）、期待義務（努力することが期待さ

れている）とされている。 

可能な限り記録の作成

保存に努めるべき事項 

食品等の品名、食品等の保管温度（保存基準の定められてい

るものに限る。）を確認した場合の当該記録、食品等の仕入元

の名称及び所在地、製品又は加工品のロットが確認可能な情

報、仕入年月日、仕入量（仕入元毎、１日又は１回毎） 

記録の作成保存が期待

される事項 

内容量、仕入時の検品を実施した場合の当該記録（外観・表

示・温度等）、仕入れに係る保管及び運搬業者名 

（注）１．中小事業者については、上記２つの項目とも、記録の作成保存が期待される事項である。 

（注）２．記録の保存期間は販売後１～３カ月とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紙媒体による仕入れ管理の作業イメージ（その１）

運送業者 
（到着・搬入） 

開 梱 

 
送り状 
お届先：レストラン港 
荷送人：浜松町食品卸業 
荷物名：国内産豚肉 10kg 
    スープ缶詰 20個
     ： 

  ①納入単位の照合 次
ペ
ー
ジ
へ
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紙媒体による仕入れ管理の作業イメージ（その２）

②納入単位ごとの

仕入先を記録 

④ラベルまたは包

装紙に納入日を記

録 

③納入単位のラベ

ル・送り状情報の

入力・記録 
②および③の記入例（紙に記入） 

納入日を記録 

品名 仕入先 仕入量 仕入年月日 保管温度 識別記号 ・・・
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情報システムを利用した仕入れ管理の作業イメージ（その１）

運送業者 
（到着・搬入） 

開 梱 

  ①納入単位の照合 

送り状 
お届先：レストラン港 
荷送人：浜松町食品卸業 
荷物名：国内産豚肉 10kg 
    スープ缶詰 20個
     ： 

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A
＠ 

インターネット

 

バーコード、二次元コード、
ICタグ 

ベンダー 

次
ペ
ー
ジ
へ 
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情報システムを利用した仕入れ管理の作業イメージ（その２）

②納入単位ごとの

仕入先を記録 

④ラベルまたは包

装紙に納入日を記

録 

③納入単位のラベ

ル・送り状情報の

入力・記録 
②および③の記入例 

納入日を記録 

品名 仕入先 仕入量 仕入年月日 保管温度 識別記号 ・・・

入力 

＠ 
インターネット

 
ベンダー 

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

バーコード、二次元コード、
ICタグ 
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（2） 調理在庫管理 

納入された食材がいつ調理されサービス提供されたかを記録することによって、食材の

納入から利用までの管理を行う。 

毎日、週１回、あるいは納入単位を使い切った時、納入単位のラベルまたは包装紙に記

録してある納入日付を記録する。 

在庫管理を細かい時間区切りで実施するほうが、食品事件が発生したときにより細かい

単位で撤去・回収や原因追及を行うことができるが、その分手間も増大する。 

 

このため、調理在庫管理台帳を作成する必要がある。 

 

【先入れ先出しがほとんどの場合の例】 

食材名：○○ 

年月日 仕入日 備考 

2004.12.01 11.26  

02 〃  

03 〃  

04 〃  

05 〃  

06 〃  

07 12.03  

08 〃  

 

【納品単位毎に在庫管理を行う場合の例】 

食材名：○○ 

仕入れ日 仕入先業者名 使用終了日 確認印 

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

週１回の在庫確認により、

最も古い仕入れ日を記入 

週１回の在庫確認により、

最も古い仕入れ日を記入 

先入れ先出しが行われない場合を記述 
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紙媒体による調理在庫管理の作業イメージ 

食材の保管 

調理時取り出し 

調 理 

サービス提供 

①ある決まったタ

イミングでの納入

日付の記録 

前ページに提示している記入例に合わせ

て、毎日または週 1 回または納入単位使
い切り時等に納入日付を記載 

調理する前に、納入

日付の確認を励行す

ること 

取り出すとき納入

日付の確認を励行

すること 

同じ種類の食材で異な

る日付のものを混合し

ないこと 
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情報システムを利用した調理在庫管理の作業イメージ 

食材の保管 

調理時取り出し 

調 理 

サービス提供 

①ある決まったタ

イミングでの納入

日付または使用終

了日の記録 

調理する前に、納入

日付の確認を励行す

ること 

取り出すとき納入

日付を確認を励行

すること 

同じ種類の食材で異な

る日付のものを混合し

ないこと 

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

バーコード、二次元コード、
ICタグ 

入力 

識別記号 使用終了日 

  
  
  
  
 

使用終了日記録の例 
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（3） 流通加工管理 

セントラルキッチンにおいて流通加工を行う場合、次のような納入単位の管理を行う

必要がある。 

ａ 納入単位の統合（たとえば、２つ以上の納入単位を合わせて新しいひとつの納入単

位にする） 

 

 

  Ａ 

 

 

  Ｂ 

                Ｃ 
         

 

ｂ 納入単位の分割（たとえば、ひとつの納入単位を新しい２つ以上の納入単位に分け

る） 

 

 

 

                         

                           

       

 

Ｃ          Ｃ－２ 

 

 

 

ｃ 納入単位の統合・分割を行わない加熱・冷凍・乾燥などの加工（たとえば、加工し

た食品を冷凍パックした場合など） 

 

 

 

 

 

 

 

・作業前の納入単位とその情報（識別記号、ラ
ベルおよび送り状または作業指示書の内容）
を照合し、情報を記録する 
・作業後の納入単位に新しい識別記号を与える
・作業の前と後の識別記号を対応づけ、記録す
る 
・識別に必要な作業の情報があれば、それを入
力または記録する 
たとえば、統合日、統合重量、その他の作業
の状態の情報 
・作業後の納入単位のラベル、送り状を作成し、
納入単位に貼付・添付する 

 

・作業前の納入単位とその情報（識別記号、ラ
ベルおよび送り状または作業指示書の内容）
を照合し、情報を記録する 
・作業後の納入単位に新しい識別記号を与える
・作業の前と後の識別記号を対応づけ、記録す
る 
・識別に必要な作業の情報があれば、それを入
力または記録する 
 たとえば、分割日、分割重量、その他の作業
の状態の情報 
・作業後の納入単位のラベル、送り状を作成し、
納入単位に貼付・添付する 

 

・作業前の納入単位とその情報（識別記号、ラ
ベルおよび送り状または作業指示書の内容）
を照合し、情報を記録する 
・識別に必要な作業の情報があれば、それを入
力または記録する 
 たとえば、加工日、加工重量、その他の作業
の状態の情報 
・作業後の納入単位のラベル、送り状を作成納
入単位に貼付・添付する 

 

Ｃ－１ 

Ｘ        Ｘ 

Ｙ        Ｙ 
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紙媒体による流通加工管理の作業イメージ（その１）

材料名：タマネギ 

材料名：鶏卵 

各材料の加工 

①作業前の納入単

位と識別番号等の

照合 

②作業後の納入単

位への識別番号付

与 

③作業前と後の識

別番号の対応付け

と記録 

③の記入例 

④作業後の納入単

位のラベル・送り

状作成・貼付 

上記の情報等をラベルに出力・貼付 

商品名：ハンバーグ
牛肉 鶏卵 タマネギ

識別
記号
統合
日時
識別
記号
統合
重量
識別
記号
統合
重量
識別
記号
統合
重量

材料名：牛肉

識別記号 納入日 納入数量

ａ納入単位の統合 



 15

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紙媒体による流通加工管理の作業イメージ（その２） 

材料の加工 

①作業前の納入単

位と識別番号等の

照合 

②作業後の納入単

位への識別番号付

与 

③作業前と後の識

別番号の対応付け

と記録 

③の記入例

④作業後の納入単

位のラベル・送り

状作成・貼付 

ｂ納入単位の分割 

材料名：豚ロース肉
識別
記号
納入
日付
納入
数量
納入
重量

豚ロース肉 ロースとんかつ用 ロース生姜焼用
識別
記号
分割
日時
識別
記号
分割
重量

識別
記号

分割
重量

上記の情報等をラベルに出力・貼付 

（とんかつ用）    （生姜焼用） 

上記の情報等をラベルに出力・貼付 
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情報システムを利用した流通加工管理の作業イメージ（その１）

材料名：タマネギ 

材料名：鶏卵 

各材料の加工 

①作業前の納入単

位と識別番号等の

照合 

②作業後の納入単

位への識別番号付

与 

③作業前と後の識

別番号の対応付け

と記録 

③の記入例 

④作業後の納入単

位のラベル・送り

状作成・貼付 

上記の情報等を情報伝達媒体に出力・貼付 

商品名：ハンバーグ
牛肉 鶏卵 タマネギ

識別
記号
統合
日時
識別
記号
統合
重量
識別
記号
統合
重量
識別
記号
統合
重量

材料名：牛肉

識別記号 納入日 納入数量

ａ納入単位の統合 

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

バーコード、二次元コード、
ICタグ 

入力 

入力 

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

バーコード、二次元コード、
ICタグ 
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情報システムを利用した流通加工管理の作業イメージ（その２）

材料の加工 

①作業前の納入単

位と識別番号等の

照合 

②作業後の納入単

位への識別番号付

与 

③作業前と後の識

別番号の対応付け

と記録 

③の記入例

④作業後の納入単

位のラベル・送り

状作成・貼付 

ｂ納入単位の分割 

材料名：豚ロース肉
識別
記号
納入
日付
納入
数量
納入
重量

豚ロース肉 ロースとんかつ用 ロース生姜焼用
識別
記号
分割
日時
識別
記号
分割
重量

識別
記号

分割
重量

上記の情報等をラベルに出力・貼付 

（とんかつ用）    （生姜焼用） 

上記の情報等を情報伝達媒体に出力・貼付 

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

バーコード、二次元コード、
ICタグ 

入力 

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

バーコード、二次元コード、
ICタグ 
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（4） 搬出管理 

セントラルキッチンにおいて流通加工を行った後、それを店舗へ搬出する場合、次の

ような搬出管理を行う必要がある。 

① 搬出単位とその情報（識別記号、ラベルおよび送り状の内容）を照合し、情報を記

録する。 

② 識別記号とその搬出先の店舗を対応付け、記録する。 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

紙媒体による搬出管理の作業イメージ 

①搬出単位と識別

記号等の照合と記

録 

②識別記号と搬出

先(店舗)との対応
付けと記録 

セントラルキッチ

ンでの流通加工 

搬出 

商品名：ハンバーグ
識別記号 搬出日 搬出先 運送業者

搬出に合わせて記録 

②の記入例 
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情報システムを利用した搬出管理の作業イメージ 

①搬出単位と識別

記号等の照合と記

録 

②識別記号と搬出

先(店舗)との対応
付けと記録 

セントラルキッチ

ンでの流通加工 

搬出 

商品名：ハンバーグ
識別記号 搬出日 搬出先 運送業者

②の記入例 

＠ 
インターネット

 
店 舗 

A 0 3 0 2 8 8 0 1 0 1 0 0 A

入力 

バーコード、二次元コード、
ICタグ 
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（5） 衛生管理記録 

セントラルキッチンや店舗の調理場などにおける食材や調理の衛生管理に関する記

録と保管を行うことが望ましいと考えられる。 

① 食材の保管温度履歴情報を記録する。 

② 食材の使用期限を確認したことを記録する。 

③ 食材のＣＣＰ（重要管理点）管理の実施状況を記録する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

衛生管理記録の作業イメージ 

食材の保管 

調理時取り出し 

調 理 

サービス提供 

①ある決まったタイ

ミングでの保管温度

の記録（あるいは自

動計測） 

③ＣＣＰ（重要管理

点）の管理の記録 
殺菌履歴記録、加熱履歴記

録など 

保管温度記録

②食材の使用期限を

確認したことの記録
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前記「食材のＣＣＰ（重要管理点）管理の実施状況を記録する。」ことについては、

次の点に留意する必要がある。 

 

■ＨＡＣＣＰシステムを導入するためには、ＰＰによる管理を行い、その上でＣＣＰに

よる管理を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＰＰとは、一般的衛生管理プログラムであり、施設設備の整備、従事者の衛生教育、

施設整備、機械器具の保守点検、そ族昆虫の駆除、使用水の衛生管理、排水及び廃棄物

の衛生管理、従事者の衛生管理、食品等の衛生的な取扱い、製品の回収プログラム、製

品等の試験検査に用いる設備等の保守管理を行うことである。これらについて、「いつ、

どこで、誰が、何を、どのようにすべきか」を文書により取り決めておくことが必要で

あり、これが衛生標準作業手順（SSOP）といわれているものである。 

 

 

 

 

 

ＣＣＰによる管理 

ＰＰによる管理 
ＨＡＣＣＰシステム 
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Ⅱ部 トレーサビリティシステムの基本事項 

 

Ⅱ部では、これからトレーサビリティを任意の仕組として導入しようとする、外食事業

者の参考となるようトレーサビリティシステムを構成する基本的な事項を説明する。 

 

１． 本ガイドラインの適用の範囲 

本ガイドラインの対象とする食品の範囲と対象業種は次のとおりである。 

 

（１）対象範囲 

・ 対象とする食品の範囲 

全食品 

（２）対象業種 

・ 対象とする業種等 

外食企業・団体・営業者（中食を含む） 

（３）対象段階 

・ 対象とする段階 

外食事業における仕入れ、処理、加工、調理、サービス提供 

 

２． 関連法規等 

外食事業者がトレーサビリティシステムに取り組む際に考慮すべき法律等は次のとおり

である。 

 

ＪＡＳ法 
ＪＡＳ規格による検査に合格した製品にＪＡＳマークをつけることを認める「ＪＡＳ規格

制度」と一般消費者の選択に資するために農林水産大臣が制定した品質表示基準に従った

表示をすべての製造業者または販売業者に義務づける「品質表示基準制度」のふたつから

なる。 

食品の表示については、一般消費者の選択に資することが目的であり、すべての飲食料品

が対象。ただし、容器包装された食品に限定。 

 

食品衛生法 
食品添加物、農作物の残留農薬、食品表示などの基準が定められており、この法律に基づ

いて保健所の食品衛生監視員が食品工場や店舗などの衛生点検を実施。 

食品の表示については、飲食に起因する衛生上の危害防止が目的。表示の対象は公衆衛生

の見地から表示が必要な食品及び添加物となっている。業務用についても表示。 

2003 年８月に同法第１条の３第２項に基づき「食品等事業者の記録の作成及び保存に係る

ガイドライン」が発表された。 
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不当景品類及び不当表示防止法 
食品の表示については、公正な競争を確保し、一般消費者の利益を保護することが目的。

対象は食品に限らない。表示の項目には規定がなく、その内容が消費者に不利益を与える

かどうかで判断される。 

 

不正競争防止法 
事業者間の公正な競争を確保することが目的。対象は食品に限らない。 

 

牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法 
牛肉の安全性に対する信頼確保やＢＳＥのまん延防止措置の的確な実施などを目的とし

て、牛を個体識別番号による一括管理するとともに、生産・流通の各段階において当該個

体識別番号を正確に伝達する制度を構築するための法律。 

 

食品安全基本法 
食品の安全性の確保に関する施策を総合的に推進するため、食品に関するリスク管理、及

びリスクコミュニケーションのあり方、及び独立した機関として食品安全委員会の設置を

定めた法律。 

 

加工食品品質表示基準（弁当、総菜） 
次のホームページを参照。 

http://www.maff.go.jp/soshiki/syokuhin/heya/kakousyokuhinnhinnsituhyo

uzikizyunnQA.pdf 
具体的な表示の例： 

お弁当：多くの複合原材料からなっているので、すべて書くと膨大な表示内容になってし

まい現実的、物理的に無理。このため省略できることとなっており、たとえば原材料が４

種類以上になる場合、多い順に３種類を書いて残りをその他と記載できる。 

総菜：オードブルのように複数のものを盛り合わせているものについては、お弁当と同じ。

１品ものであれば使用した原材料をすべて記載。 

製品が一般的になじみのあるものでその原材料が想像つくものであれば省略してもよい。 

 

 関連する特許として、「識別子付与による農産物流通における農産物の個体情報入手シス

テム」（特許権者：独立行政法人農業技術研究機構）があり、URL と識別子（記号、数字、

バーコード、２次元コード等）を使って農産物の情報を公開するシステムは SEICA 利用の

有無にかかわらず、VIPS 特許に抵触する可能性がある。VIPS を利用するには実施許諾の手

続きが必要となるが、農産物の情報公開を促進し、誰もが気軽に使えるように、特許料は

通常と較べて極めて低廉に設定し、手続き等の簡略化も図られている。 
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３． トレーサビリティの定義 

トレーサビリティとは、 

 

生産、処理・加工、流通・販売のフードチェーンの段階で、食品と食品に関

する情報を追跡し遡及できること 

 
と定義されている。 

 

（注１）川下方向へ追いかけるとき追跡（トラッキングまたはトレースフォワード）

といい、川上方向にさかのぼるとき遡及（トレーシングまたはトレースバック）

という。 

（注２）フードチェーンにおける生産、処理・加工、流通・販売の一部の段階で追跡、

遡及に取り組まれている場合は、「トレーサビリティシステム構築に向けた取組

み」という。 

 

４． トレーサビリティシステム導入の目的と留意点 

 

４－１ 目的 

生産・加工・流通等フードチェーンの各段階で食品とその情報を追跡し遡及できるよう

にすることによって、外食企業は、「情報の信頼性の向上」、「食品の安全性向上への寄与」、

「業務の効率性向上への寄与」を達成することができる。 

 

（１） 情報の信頼性の向上 

② 経路の透明性を確保する。 

③ 消費者と取引先、権限機関への迅速かつ積極的な情報提供を行うことができる。 

④ 識別管理された製品とラベルの照合関係を確保することによって、表示の立証性を助

ける。 

⑤ これらによって、表示や情報の誤認を防ぎ、取引の公正化に寄与する。 
 

特に、消費者は食品とその提供者に対する正確な情報を得ることができ、調理済み食

品の購買やリスクへの対応に役立てることができる。ベンダーや権限機関も、同様に正

確な情報を得ることができ、製品の管理や、リスクの管理に役立てることができる。事

業者はそれらを通して、自己の製品に対する信頼を確保することができる。 

 

（２） 食品の安全性向上への寄与 

① 製品の安全性などに事故が生じた場合に、その原因をプロセスを遡って迅速かつ容易

に探索できるようにする。 
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② また、事故が生じた製品に的を絞り、製品の行き先を追跡することにより、外食の段

階で、正確で迅速な回収・撤去を行うことができる。 

③ さらに、健康への予期しない影響や長期的な影響に関するデータの収集を容易にし、

リスク管理手法の発展を助ける。 

④ 事業者の責任を明確にする。特に外食産業は、消費者との窓口であるので、これがで

きることは重要である。 
 

上記①、②によって、消費者の被害を最小限にくい止め、また外食産業の経済的損失

を最小限にとどめることができる。 

 

（３） 業務の効率性の向上への寄与 

製品を識別番号によって管理することや、製品の素性に関する情報の保管と伝達を行

うことによって、在庫管理などの製品管理や製品の品質管理を効率的に行うことができ

るようになる。これによって費用の節減や品質の向上の効果を期待できる。 
 

多くの場合、上記（１）～（３）の目的は裏表の関係で同時に追求されることとなるが、

製品の特性やフードチェーンの状態、消費者の要望によって、各項目の優先順位は異なる

ことがある。トレーサビリティシステムの構築にあたっては、外食事業者はそれらの状態

を考慮してどのような目的に重点をおくかを定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報の信頼性の向上

食品の安全性向上へ

の寄与 

業務の効率性の向上へ

の寄与 

重点目標の決定 

独自の方針
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食品トレーサビリティの全体的な目標は、上記に示したとおりであるが、外食産業の場

合、消費者に接してサービスを提供していることから、情報の提供が重要となる。また、

外食産業は消費者が直接口にする料理を提供するので、万一の事故が発生した場合、それ

に関する食材とその情報を遡及することにより、事業者の責任を明確にすることが重要と

なる。 

外食産業のこのような特徴を勘案して、外食産業が取り組むトレーサビリティの目標は、

次のとおり想定される。ただし、各事業者は下記以外の独自の目的を設定しても差し支え

ないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外食産業が取り組むトレーサビリティの目標

消費者へ迅速かつ積極的な情報提供を行うこと 

万一の事故が発生した場合、それに関する食材とそ

の情報を遡及することにより、原因を突き止めると

ともに事業者の責任を明確にすること 
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４－２ 留意点 

トレーサビリティは効果的な手段であるが、外食工程においては、次のような制約や問

題が生じることがあるので、推進していく際、十分留意して取り組むことが必要である。 

 

（１） トレーサビリティシステムは、あくまで食品とその情報の追跡、遡及のための

システムであり、外食工程での安全性（衛生）管理や品質管理、環境管理を直接的

に行うものではない。したがって、食品の安全（衛生）や品質の管理、環境管理を

行うには、それぞれを管理するためのシステムを導入することが必要である（※）。

管理システムには以下のような世界標準がある。トレーサビリティによって、製品の

安全性や品質、環境管理の情報を提供しようとする場合には、情報の信頼性を確保する

うえで、それら世界標準の導入の可能性の検討にも留意しておく。 

・ 安全（衛生）管理システム・・・ＨＡＣＣＰ（※※） 

・ 品質管理システム・・・ＩＳＯ9000 シリーズ 

・ 環境管理システム・・・ＩＳＯ14000 シリーズ 
 

取組主体は、おのおのの創意工夫を生かすことが有効である。 

このため、たとえば段階的に取り組むことや実行する前に基本構想書や手順書を作成し関

係者の合意を得ておくことなどによって、着実に進めていくことが有効である。 

 

（２） トレーサビリティの実施にあたって、関連法規を遵守するコンプライアンスを醸成

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トレーサビリティシステム 

ＨＡＣＣＰ 

 
ＩＳＯ9000 シリーズ ＩＳＯ14000 シリーズ 

コンプライアンス（法令順守）

衛生管理 品質管理 環境管理 

システムの信頼性向上 

（※）日本フードサービス協会では、衛生管理責任者を養成するプログラムとして、サニタリー

マネージメントプロフェッショナル講座を開設している。また、東京都食品衛生自主管理認

証制度や兵庫県食品衛生管理プログラム認定制度では、集団給食施設等に関する衛生管理認

定基準が示されている。 
（※※）HACCP を基本とした食品安全性に関する ISO のマネージメント規格として ISO22000
（食品安全性マネージメントシステム）が 2005 年中に発行予定であることから、当該規格
の動向についても注視しておくことが有効である。 
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ベンダー 

５． トレーサビリティシステム導入の基本事項 

 

５―１ 外食産業におけるサービス提供までの流れ 

 

（１）サービス提供までの流れ 

現状における外食企業の食材の仕入れからサービスまでの流れは、次図の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ベンダー 
供給者 

外食企業（本部、店舗） 

仕
入
れ
（
入
荷
）

検

品 
在

庫 

調

理 

サ
ー
ビ
ス 

消費者 

カ
ッ
ト
等
加
工

流
通 

生
産 

調達方式： 
１．オープンな調達 
２．仕様書発注（契約取引） 
３．セントラルキッチン方式（内部

加工、自社加工） 
 

産

地 

市
場 

流
通
・
加
工
業
者

生
鮮
品 

加
工
品 

メ
ー
カ
ー 

卸
・
販
社 

外 

食 

企 

業 
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（２）トレーサビリティにおける外食事業の特色 

外食事業者は、川下に位置していること、及び消費者と直接接していることから、トレ

ーサビリティシステムの導入を検討する上での特徴とそれに対応した留意点（ポイント）

は、次のとおり整理される。 
 

①多くの食材を利用して調理・加工していること 

○単品ごとの管理をすることは困難であること 

  ○多くの食材は多段階をへて外食事業者へ納品されること 

 ②川下であるので遡及できることが必要であること 

○発注システムとの連携をどのように行うかということ 

○仕入れシステムと消費者への情報提供との連携をどのように行うかということ 

③外食ではお客様に提供する料理に識別子を貼ることはできないこと 

 ○普段どのように消費者に情報を提供するかということ 

 ○消費者はどのようにして問い合わせ可能かということ 

 ○消費者から問合せがあったとき、どのように消費者に情報を提供するかということ 

 ○お客様は、サービス係に注文する前に質問する場合があるので、サービス係が受け

答えできる仕組みを構築しておくかということ 

 

（３）トレーサビリティに取り組む際の基本姿勢 

トレーサビリティに取り組むかどうかは、各外食事業者の意思によって決定されるが、で

きるだけ多くの事業者に取り組んでもらえるようにすることを念頭において、本ガイドラ

インでは、外食事業者がトレーサビリティに取り組む際の基本姿勢を次のとおりとする。 
 

①外食事業者が現状の体制で処理できる内容とする。 

→今まで異なる新規の作業を行わなければならないということではなく、現状の処理過

程を生かすという観点を重視する。 

②外食事業者は毎日多量の食材を処理することから、一度にすべての食材にトレーサ

ビリティを導入しようとすることは困難であり、段階的に取り組むことが現実的で

ある。 

→重要な品目から取り組むこととするが、一部の品目、あるいは一部の取引先だけでの

トレーサビリティでも取り組みやすいようにする。また、少なくとも外食事業者自身が

所管する範囲について、適切な安全（衛生）管理がなされていることを、客観的に第三

者に示すことができるような取組内容とすることが必要である。 

③消費者は外食事業者に総合的なサービス（おいしい、楽しい、健康に寄与する）を

求めているので、各種情報提供とのバランスを図る。 

→お客様に履歴情報を提供できる状況にあることは総合的なサービスのひとつとして

不可欠であるという意識をもつように心がける。 
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５－２ 外食産業における仕入れからサービス提供までの記録と保管 

外食事業者は、食材とそのベンダーを識別し、食材と一次加工品や調理済み食品とを対

応づけ、その情報を記録し保管することが必要である。また、調理済み食品と食材の対応

付けを行うことも有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食
材
と
ベ
ン
ダ
ー
の
識
別 

一
次
加
工
等
に
お
い
て

は
食
材
と
加
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品
を
対

応
付
け 

記録 記録 

サ
ー
ビ
ス
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調 
 

理 

記録 
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５－３ 食品識別の仕組み 

食品（食材や一次加工品、調理済み食品）の識別管理は、トレーサビリティを確立する

基本となる作業である。 

 

（１） 識別単位の設定 

外食事業者は、製品の識別単位を定める。識別単位が適切に設定されていることによっ

て、効率的な追跡ができる。 

識別単位は、一般的に個体や納入単位（※）であり、識別記号を付して特定する。 

外食における食材の識別管理を行う場合、多種多様の食材を同時に用いること、及び納

品は通常１日１回であることから、納入日付を識別記号とする。ただし、納入時間やＩＤ

番号などを識別記号として用いても差し支えない。 

 
（２） 納入単位の意義と形成 

納入単位の意義は、次の２つの側面から考えることが可能である。 

��リスク管理：事故の際、製品の回収や撤去、原因究明は、識別された納入単位をベ

ースにして行われるので、納入単位が適切に形成されているかどうかが、回収・撤

去、原因究明を効果的に行うことができるかどうかを左右する。 

��表示などの情報提供：中食においては、表示の内容と製品の対応関係を保証するた

めには、表示される情報に対応した納入単位が形成され、それが分別されて供給さ

れる仕組みができていることが必要である。 

 

食材について、外食が納入単位を決める場合には、納入単位の意義を踏まえて、その形成

は以下の観点を考慮した上で決定する。 

納入単位を小さくすれば、事故が生じたときに回収する製品の範囲を絞ることができ、ま

た、原因の究明も行いやすいが、分別管理のための費用は高まる。 

中食における表示への対応の観点からは、品種や原料などラベルに記載される項目は、納

入単位によって分別管理できるようにすることが必要である。表示項目が増えると、それに

対応して製品の区分けを細かくし納入単位を小さくすることが必要になるので、分別管理の

費用は高まる。消費者の要求、業務上の必要性とのバランスを考えることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

（※）食品製造業では、製品の管理単位として「ロット」ということばを用いることが多

いが、外食事業者では「ロット」ということばは通常使われていないので、ここで

は、「納入単位」ということばで表現する。以下では「ロット」を「納入単位」と表

現する。 
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（３） 食品識別 

外食事業者における食品識別とは食材の識別を行うことであり、納入単位とその納入日付

によって識別する。 

同じベンダーから連続的に納入される食材について、納入日付の異なるものが調理場にお

いて混じらないようにする。このため、納入単位の包装紙、あるいは貼付紙に納入日付を

記載し、調理に使う前に確認することを励行する。 

セントラルキッチン等で、同じ納入単位、納入日付のものが分割された場合、あるいは、

異なる納入単位、納入日付のものが統合された場合、それらの前後の対応付けを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

調 
 
 
 

理 

サ
ー
ビ
ス
提
供 

納入単位 

納入単位 

納入単位 

納入日付ａ

納入日付ｂ 

納入日付ｃ 

納入日付の確認 

使いきり

使いきり

・
・
・ 

・
・
・ 

３日前 

２日前 

今日 
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５－５ 内部検査 

内部検査はトレーサビリティシステムの信頼性を確保するため、また機能性を向上させ

るため重要である。 

チェーン店の場合、本部が工場や店舗を検査することが必要である。 

 

内部検査においては、 

・作業が定められた手順に従って行われているかどうかの確認 

・食品とその情報を追跡し遡及することができることの確認 

・作業前後における食品の重量や数量の増減チェック 

を行うことが望ましい。 

自社内で検査を行うことに加えて、ベンダーを検査することも重要である。 

 

（１） 文書化された内部検査手順書 

特定のロット番号を指定して、当該食品と当該情報を追跡し、また遡及することや、重

量や数量に関する作業前後の増減チェック、に関する手順を明らかにし、それを内部検査

手順書として作成する。 

 

（２） 内部検査手順書に基づく検査の実施 

検査実施スケジュールに基づき、検査を実施し、その検査記録を残しておく。 

検査の実施による成果を活用するため、ＰＤＣＡ（計画、実行、評価、改善）サイクル

で行う。このため、組織・体制を整備するとともに、検査基準を決定し、検査計画・検査

記録、監査記録を作成することとする。 

また、内部検査による負荷を軽減するため、情報入力・記帳に関するマニュアルの整備、

職員や社員の定期的な研修を行うことが有効と考えられる。 

 

５－６ 外部検査 

企業等が監査や検査を専門とする適切な第三者機関により外部検査を受けることは、ト

レーサビリティシステムの性能を一定水準に維持していくため、また、外部のノウハウを

活用して自らのシステムの課題を抽出し改善していくため、さらには消費者の信頼をより

一層得るために有効である。 

外部検査を実施するためには、そのためのコストが必要となることが想定されるので、

外部検査実施機関のサービス内容も総合的に勘案して、実施方法を検討していくこととす

る。 
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６． 消費者への情報提供 

 

消費者と直接接している外食事業者は、トレーサビリティにおける消費者への情報提供

において重要な役割を果たす。 

外食事業者の場合、トレーサビリティに関する情報提供の目的は、消費者の信頼を高め

ることにある。 

 

（1） 情報提供の状況分類 

トレーサビリティの情報提供の状況分類としては、普段の情報公開、お客様からの問合せ、

緊急時の３つの種類に分けられる。これら種類別に情報提供の方向、公表内容の判断主体、

判断基準を整理すると次のとおりである。 

 

情報の公開状況 情報提供の方向 公表内容の判断主体 判断基準 

普段の情報公開 一方向 事業者 自らの方針や消費者ニーズの高

い項目を優先する。取り扱って

いるメニューや食材などによっ

てその内容は異なる。 

お客様からの問

合せへの回答 

双方向 事業者が決める。お客様か

らの問い合わせ内容や理

由によって判断すること

が必要である。 

公開マニュアルを作成し、それ

に基づいて実施する。 

緊急時（社会的な

事故が発生した

とき） 

双方向 当局、マスコミ 原則は、保有している情報をす

べて提供することであるが、マ

スコミに関しては公表マニュア

ルを作成しておく。 

 

緊急時においては、事実や今後の対応を消費者に速やかに公開することが有効である。

このとき、情報の公表原則をあらかじめ決めておくことが必要である。このため、トレー

サビリティが他の事業者にまたがる場合、その事業者との間で公表の時期、内容、方法な

ど情報の公開原則を取り決めておくこととする。マスコミ対応やインターネットを用いて

公表することも有効であることから、その方法をあらかじめ決めておくことが望ましいと

考えられる。 
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（2） 情報提供の内容 

外食事業者がトレーサビリティに関して情報提供する場合、その内容は、概要情報、仕入

れ情報、調理情報、生産・流通情報に分けられる。 

トレーサビリティに関する情報公表内容、公表の例を整理すると次のとおりである。いず

れの情報提供を行うかについては、サービスの内容、周辺条件などを勘案して決定する。 

 

 トレーサビリティに関する 
情報公表内容の例 

公表の例 備 考 

トレーサビリティ可能な食材名 店頭での張り紙、

メニュー用紙 

ベンダーへの確認

が必要 

概要情報 

メニュー別にトレーサビリティ

可能な食材名 

店頭での張り紙、

メニュー用紙 

ベンダーと調理現

場への確認が必要

納入単位ごとの仕入日 ホームページ  仕入れ情報 

納入単位ごとのベンダー 個別対応  

レシピ情報 ホームページ  

納入単位ごとの食材とメニュー

の対応情報 

ホームページ  

調理情報 

納入単位ごとの在庫情報 ホームページ  

生産・流通情

報 

生産・流通履歴情報 ホームページ 生産者、流通業者

の協力が必要であ

る。 

 

トレーサビリティに関する情報以外に栄養情報、衛生管理情報、アレルゲン情報、カロリ

ー情報、合成添加物情報などを提供することも有効であり、消費者ニーズに基づいて提供

する。（※） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）外食においては、「カロリー、成分等栄養や健康増進に関する情報」や「産地、生

産者、栽培方法等生産履歴がわかる情報」を知りたいとする消費者が多い。参考を

参照のこと。 



 36

（3）  情報提供の媒体の例 

消費者への情報提供の媒体としては、紙、従業員等各種考えられるので、それらの特性や

作業負荷等を勘案して、取組者は最適な媒体を選択する。 

 
提供場

所 

提供媒

体 

方法 特 性 作業負荷 情報システ

ム開発 

備考 

紙 差込メニュ

ーなど 

・インパクトはやや弱い。 
・印刷のバリエーションは
各種工夫可能。 

印刷方法を工

夫すれば作業

負荷の軽減を

図ることは可

能。 

出力をどの程
度凝った作り
とするかによ
って開発規模
が異なる。 

お客様の反応
を把握する必
要がある。 

従業員 フェイスツ
ーフェイス 

・従業員による説明の方法
いかんによって効果が左
右される。 
・従業員にお客様への説明
のための時間的な余裕が
必要。 

従業員に内容

を覚えてもら

う必要がある。 

従業員に情報
を提供するた
めのシステム
は必要。 

 

タッチパネ

ル端末 

・サービス提供会社はすで
に存在する。 
・サービス提供会社のシス
テムとの連携が有効であ
るが、そのための調整も必
要となる。 

店舗側におけ

る負荷はあま

りない。ただし

説明要員は必

要。 

サービス提供
会社との調整
にもよるが、
インターフェ
イスは必要。 

情報提供内容
の変化による
反応をみるこ
とができる。 

店

舗 

情 報 シ

ステム 

常時情報提

供 

・インパクトはやや弱い。 
・お客様の反応を見ること
が困難。 

店舗側におけ

る負荷はあま

りない。 

市販のソフト
を利用すると
しても、イン
ターフェイス
は必要。 

設置場所に工
夫が必要。 

ホームペー

ジ 

・インパクトは弱い。 
・あまりアクセスされない
可能性がある。（アクセス
してもらうためのインセ
ンティブの付与が必要。） 

店舗側におけ

る負荷はほと

んどない。 

簡便なＨＰを
作成する必要
がある。 

 

メールでの

問い合わせ 

・インパクトはやや弱い。 
・ほとんどアクセスされな
い可能性がある。 
（アクセスしてもらうた
めのインセンティブの付
与が必要。） 

店舗側における

負荷はあまりな

いが、メールで

の問い合わせに

応じる必要はあ

る。 

自動メール返
答システムを
構築する。 

問い合わせが
あるか不透
明。 

自

宅 
情 報 シ

ステム 

メルマガ ・インパクトはやや弱い。 
・参加者を募る（会員クラ
ブの設立など）必要があ
る。 

店舗側における

負荷はあまりな

い。 

メルマガシス
テムを構築す
る 必 要 が あ
る。 

問い合わせが
あるか不透
明。 
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差込メニューのイメージ 
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７． ベンダーとの連携 

 

川下に位置する外食業界がトレーサビリティを実現していくためには、食材を納品する

ベンダー（仕入先）との連携とルールづくりが不可欠である。 

 

①対象とする食材について、ベンダーが納入単位番号を管理しているかどうかを確認す

る必要がある。 

②管理していない場合、ベンダーに今後の導入予定を伺い、可能であればそのための支

援をしていく。管理している場合、仕入れにおいて、ベンダーに一括委託している場合と

独自ルートで仕入れている場合とでは仕入れの責任主体が異なるので、それぞれ別にトレ

ーサビリティを行うにあたって必要なルールの項目を明らかにしその方針や具体内容につ

いて合意を得ていく。 

 

ルールの項目  

納入単位番号 情報提供 検 査 

独自仕入

れの場合 

PB 商品については、外食

事業者指定の納入単位

番号をベンダーにつけ

てもらう。 

NB 商品については、すで

についているものを用

いる。 

消費者への情報提供の

状況分類ごとに生産・流

通情報をどこまで（項

目、内容、手段など）公

表するかを決めておく。

ベンダーが外部認証を

受けている場合、その情

報を入手しておく。 

委託仕入

れの場合 

ベンダーに納入単位管

理を行うよう要請し、そ

の納入単位番号を共通

に用いる。 

委託する条件に、消費者

への情報提供の状況分

類ごとの情報提供に関

する条項（項目、内容な

ど）を盛り込む。 

緊急時の情報提供にお

ける連携のあり方と責

任分担について取り決

める。 

外食事業者は、必要に応

じて委託先の検査を行

うことが必要である。 

（注）品目によって、独自仕入れと委託仕入れを両方行っている場合、それぞれごとにルールを

決めておく必要がある。 

 

③これらルールづくりや支援を行った後、情報システムを用いて情報伝達することの有

効性について協議を行う。 
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ベンダーが納入単位管理を行

っているかどうかの確認 

管理導入のための支援 
ベンダーとの情報伝達に

関するルールの調整 

ベンダーとの合意 

行っている場合 行っていない場合 

情報システムを用いた情報伝達の有効性の協議 
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８． 取り組みのレベルと課題 

 

８－１ 取り組みのレベル 

外食産業には、個店からチェーン店まで幅広い業態が存在することから、食品トレーサ

ビリティの取り組みにもさまざま形態がありうる。一定の基準を満たす焼き肉店、ステー

キ店、しゃぶしゃぶ店、すきやき店における国産牛肉以外については、それぞれの事業者

は自らの意思によって、各自の責任のもとでトレーサビリティに取り組むものである。 

以下では、トレーサビリティへ取り組むにあたってなすべきことを、基礎レベル（最低

限取り組むべきレベル）、発展レベル（実施に向けて努力すべきレベル）、将来レベル（実

施が期待されるレベル）にわけて示す。 

 

（１） 基礎レベル（最低限取り組むべきレベル） 

基礎レベルの内容は、トレーサビリティとして最低限実施すべき内容である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「流通・加工管理」、「搬出管理」は、チェーン店の場合に実施する。 

 

食材とその情報の遡及 情報提供 情報伝達

手段 

●食材の仕入れから調理

までの履歴管理を行う。具

体的には、「仕入れ管理」、

「在庫管理」、「流通・加工

管理」、「搬出管理」を行う。

●「衛生履歴管理」におい

ては、食材の保管温度の履

歴管理と使用期限を確認

したことの記録を行う。 

●従業員がお客様から

の食材に関する問合せ

に対応する。 

●紙媒体

を用いる。

基
礎
レ
ベ
ル 

対象とす
る食材数
の目安

２～３

食材 
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（２） 発展レベル（実施に向けて努力すべきレベル） 

発展レベルの内容は、その実施に向けて努力すべき内容である。ただし、「食材とその情

報の遡及」と「情報提供」においては、基礎レベルの内容はすでに実施していることが前

提となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）○印の項目は、基礎レベルの項目であり、すでに実施していることが前提である。 

 

食材とその情報の遡及 情報提供 情報伝達

手段 

対象とす
る食材数
の目安

○食材の仕入れから調理

までの履歴管理を行う。具

体的には、「仕入れ管理」、

「在庫管理」、「流通・加工

管理」、「搬出管理」を行う。

○「衛生履歴管理」におい

て、食材の保管温度の履歴

管理と使用期限を確認し

たことの記録を行う。 
●「衛生履歴管理」におい

て、ＣＣＰの管理記録を保

管する。 

○従業員がお客様から

の食材に関する問合せ

に対応する。 
●普段から定期的、定常

的に食材に関する情報

を提供していく。 

●情報シ

ステムを

用いる。 

発
展
レ
ベ
ル 

主要食

材 
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（３） 将来レベル（実施が期待されるレベル） 

将来レベルの内容は、その実施が期待される内容である。ただし、「食材とその情報の遡

及」と「情報提供」においては、発展レベルの内容はすでに実施していることが前提であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）○印の項目は、発展レベルの項目であり、すでに実施していることが前提である。 

 

 

食材とその情報の遡及 情報提供 情報伝達

手段 

将
来
レ
ベ
ル 

○食材の仕入れから調理

までの履歴管理を行う。具

体的には、「仕入れ管理」、

「在庫管理」、「流通・加工

管理」、「搬出管理」を行う。

○「衛生履歴管理」におい

ては、食材の保管温度の履

歴管理と使用期限を確認

したことの記録を行うと

ともに、ＣＣＰの管理記録

を保管する。 
●食材の仕入れから個々

のお皿までの履歴管理を

行う。 

○従業員がお客様から

の食材に関する問合せ

に対応する。 
○普段から定期的、定常

的に食材に関する情報

を提供していく。 
●万が一にも迅速に対

応できる体制を整える。

●高度な

情報シス

テムを用

いる。 

対象とす
る食材数
の目安

半数程

度の食

材 
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（４） 業態別取り組みの方向 

それぞれの外食事業者は自らの意思によって、各自の責任のもとでトレーサビリティに

取り組むものであり、どのレベルに取り組むかは、各事業者が決定する。 
外食事業者が、どのレベルに取り組むことが最も効果的効率的であるかについては事業

規模、ベンダーの意向、リスク管理に対する姿勢なども関係するので一概には言えないが、

一応の目安としては次のとおりである。 

 

外食事業者 取り組みのレベル（目安） 

個  店 基礎レベルに取り組む。 

チェーン店（ＨＡＣＣＰを導

入していない事業者） 

基礎レベルに取り組む。 

事業規模によっては、情報システムを導入したほうが効

率的となる場合がある。 

チェーン店（ＨＡＣＣＰ導入

済み事業者） 

発展レベルに取り組む。ただし、最初からすべての店

舗に導入することは困難であるので、ＨＡＣＣＰ導入店

の中からモデル店を選び、そこからスタートし、徐々に

適用店を増やしていくことが妥当である。 

さらにトレーサビリティが定着した段階で、将来レベ

ルに取り組む。 
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８－２ 取り組みの課題 

外食事業者が食品トレーサビリティに取り組む際、次に示すような課題が存在するので、

これらに留意して取り組むことが必要である。 

 

①川上まで遡及できる品目かどうか確認すること 

食材のトレーサビリティ情報を消費者に提供するためには、外食産業が扱っている多種

多様な食材ひとつひとつについて、その情報を遡及できるかどうかをあらかじめ把握して

おく必要がある。しかし、この作業をベンダーごと、品目ごとに行うことは煩雑であり、

ベンダーの協力をえられるかどうかも不明といわざるをえない。 

したがって、外食事業者としては、消費者にトレーサビリティ情報を提供する場合、ベ

ンダーに事前にトレーサビリティが可能な食材かどうかを確認しておくことが必要である

が、これがどこまで可能なのかあらかじめ把握することが課題である。 

 

②識別単位の細分化に限界があること 

顧客に提供された調理食品に問題が生じた場合に原因究明を行うためには、各メニュー

についてどのような種類の食材が使われたか、あるいは使われる可能性があるかを把握し

ておくことが不可欠である。一方、多くの場合、ひとつのメニューには複数の食材が用い

られ、調理は消費者の注文に応じて行われるので、すべてのお皿についてどの食材を用い

たかを記録することは困難といわざるをえない。またひとつひとつのお皿に識別子を貼る

ことは困難であるので、時間管理を実施することは煩雑である。 

したがって、外食事業者としては、リスク管理上の必要性と細分化に伴うコストを勘案

して適切な識別単位を判断しなければならないことが課題である。 

 

③管理担当者の配置 

一般的に、トレーサビリティの運用や稼動を適切に管理するため、専任の担当者を配置

することが望ましいが、コスト面からみると専任担当者の配置は困難であると考えられる。

したがって、兼任とならざるをえず、調理担当者とフロア担当者、店長の中から「トレー

サビリティ担当者」を決定する必要がある。 

兼任の場合では、従来の業務に加えてトレーサビリティに関する業務を実施することと

なり、負荷の過大につながる可能性があることが課題である。 

 

④調理担当者の理解 

調理のプロフェッショナルである調理担当者は、自分の目で見て食材を判断し調理して

いると考えられるが、これら一連の作業を記録するといった作業はなじみにくいと考えら

れる。 

したがって、調理担当者に負担の少ない記録方法を研究・開発するとともに、納入単位

の識別を励行するといった意識を持ってもらうことが課題である。 



 45

Ⅲ部 トレーサビリティシステム導入の進め方 

 

以下の進め方は例示であり、各々の取組主体は、ニーズの度合い、取扱品目、取引実態、

取引規模などを総合的に勘案して、自らの適した方法で取り組むことが必要である。 

トレーサビリティシステム導入の進め方の流れを例示すると次のとおりである。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者による組織形成 

現状の把握と基本構想書の作成 
（１） 現状の把握：消費者ニーズの把握、
事業者ニーズの把握、現在の活用資
源の把握 

（２） 目標の設定 

準 
 
 

備 
 
 

段 
 
 

階 

稼
働
段
階 

導
入
段
階 

基本構想書 

取 組 み の ス タ ー ト 

新たに情報システムを
導入しない 

トレーサビリティ手順書の作成 

導入スケジュール等の作成 
（１）実施スケジュール 
（２）試験試行計画の策定 
（３）関係者の研修 

システムの評価、修正 

広報、マニュアルの整備 

新たに情報システムを

構築しない 

手順書 

システム稼働トライアル 

ＮＯ 
情報システム基本構想の

作成（情報システムを導入

する場合） 

基本構想書の作成 

ＹＥＳ 

情報システムの構築 
（情報システムを構築す

る場合） 
ＹＥＳ 

ＮＯ 

トレーサビリティシステム導入の進め方の流れ（例示） 

システム正式稼働 



 46

９． トレーサビリティシステム導入の第一段階 

 

９－１ 事業者による組織形成 

フードチェーンにおいてトレーサビリティを実施するには、事業者組織をつくって、あ

るいは既存の団体の中に専門の組織をつくって、システムの構築に取り組むことが重要で

ある。なぜなら、識別単位やロットの定義、識別番号の様式、情報の伝達方法（伝達手段、

ラベルや送り状の様式、バーコードや電子情報の様式）などを、関係する事業者間であら

かじめ取り決めておかなければ、事業者から事業者へ製品やロットとその情報の伝達がス

ムーズにできないからである。 

事業者による組織形成において、外食事業者に求められる役割は次のふたつである。 

ひとつめとして、組織形成の段階で、消費者と直接接している外食事業者は、消費者の

意向を生産者・団体や流通業者に伝えていくことが求められる。 

ふたつめとして、トレーサビリティ構築のためのプロセスごとの取組みにおいて、本ガ

イドラインに基づいて、外食事業者が共通のトレーサビリティシステムをまず確立し、連

続性を考慮しながら、その結果を踏まえて川中段階や川上段階へと取組みを広げていくこ

とが求められる。このとき、トレーサビリティシステム構築に向けた取組みをどの範囲で

実施しているのか、また情報の伝達方法などシステムの内容を、他の事業者にもわかるよ

うにし、事業者同士が互いにシステムをつなぎやすい相手をみつけることができるように

配慮する。ただし、この段階では、フードチェーンを通したトレーサビリティを実施して

いるかのように宣伝してはならない。 
また、外食事業者の中で、一部の品目においてトレーサビリティを導入している事業者

のデータベースを作成・公表し、それに基づいて適切な事業者同士を結びつけることが有

効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者組織づくり 事業者組織の結成 

消
費
者
と
生
産
者
・
中
間

流
通
業
者
と
の
橋
渡
し 

ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
シ
ス

テ
ム
の
ル
ー
ル
づ
く
り 
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９－２ 現状の把握と基本構想書の作成 

 

（１） 現状の把握 

① 消費者ニーズの把握 

当該製品に対する期待、当該製品について知りたい情報やその入手方法など消費者ニー

ズを把握する。 

 

② プロセスと事業者ニーズの把握 

当該製品の流れを明らかにするとともに、事業者が素材や製品について知りたい情報や、

求める情報媒体を把握する。 

 

③ 現在の活用資源の把握 

自事業所、あるいは自分、自分が属する団体が、トレーサビリティシステムを開発する

上で、どのような活用資源を保有しているかを明らかにする。 

・関係者の意識、トレーサビリティに関する理解度 

・食品事故のリスクに関する対応方針 

・ＩＳＯやＨＡＣＣＰの取得状況 

・現状における情報化（ハード、ソフト）の実態 

・外部情報の整理（技術マニュアル、標準規格、関連法規など） 

 

（２） 目標の設定 

① 目標の設定 

トレーサビリティシステムの目標は「（１）現状の把握」に基づき作成する。目標の項目

は、「基本的な考え方」、「果たすべき役割」、「期待される効果」、「システム化の基本仕様」

である。 

 

ⅰ 基本的な考え方：トレーサビリティシステム導入の背景、必要性、構築における基本姿勢 

ⅱ 果たすべき役割：４－１の項（Ｐ２４）を参考にして設定する。 

ⅲ 期待される効果 

ⅳ システム化の基本仕様： 

ａ 対象範囲 

・ どの品目・品種を対象とするか 

・ どの取引先を対象とするか 

・ 川上から川下までのどの段階からどの段階までを実行範囲とするか 

・ 識別単位やロットの定義 

ｂ 伝達・交換する情報内容の明確化 

・ どのような情報を伝達・交換するか 

・ どのような媒体を用いるか（複数の媒体を用いることもありうる） 
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ｃ 記録する情報内容 

・ 記録する情報は何か 

・ 情報にどれだけの正確さが求められるか 

ｄ 内部検査 

・ 検査のポイント 

・ 検査の内容と方法 

 

② 現状業務方法の拡張性と事業者間の連携性の確認 

現在利用している、送り状、納品書などの書類や受発注システムに若干の変更を加える

ことによって、上記目標を達成できるかどうか確認する。 

また、このとき、事業者間での情報のやりとりをスムーズに行うことができるかどうか

確認する。 

 

③ 目標の見直しと最終決定 

上記②によって、設定した目標について、変更したほうが望ましいと考えられる場合に

は、目標の見直しを行い、最終決定を行う。 

 

（３） 情報システムを導入する場合 

システム化の基本仕様において、情報システムを導入することとなった場合、以下の検

討を行って、情報システム基本構想を作成し、基本構想書に盛り込むこととする。 

① トレーサビリティ確立のための情報システムの基本方向 

稼働中のトレーサビリティ確立のための情報システムの比較を行うとともに、各段階で

使用するコード体系、通信体系の整合性を図る。 

・ 稼働中の情報システムの活用と連携 

・ 共同利用型の情報センター設置の可能性 

・ 既存の情報システム間の比較 

・ 採用するコード体系 

・ 採用する通信体系 

 

② 情報システムの推進体制の基本方向 

トレーサビリティ確立のための情報システムの基本方向に基づいて、それを推進するた

めの体制のあり方を整理する。 

・ 情報システムの構築体制 

・ 情報システムの運用体制 

・ 消費者への情報提供体制、窓口の設置 
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③ 情報システム基本構想の作成 

これまでの検討結果を整理して「トレーサビリティ確立のための情報システム基本構想」

を作成し、関係者間の合意を得ておくこととする。段階的な整備を行うことが望ましい場

合が多いことから、重点的に取り組む内容と将来的に取り組む内容を推進スケジュールで

分けて明記しておくことが必要である。可能であれば、この段階で、構成メンバーの役割

分担、概略費用の試算を行うことが望ましい。 

・ システムの目標（システムの基本仕様） 

・ システムの基本方向（コード体系、通信体系） 

・ 推進体制（構築体制、運用体制、情報提供体制） 

・ 推進スケジュール 

 

（４） 基本構想書の作成 

以上の検討結果に基づいて、基本的な考え方、果たすべき役割、期待される効果、シス

テム化の基本仕様を記載した基本構想書を作成し、文書化しておく。この基本構想書は担

当者や取引先に提供し、トレーサビリティに関する認識を共有する。 
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１０． トレーサビリティシステム導入の第二段階 

 

10－１ 情報システムを構築する場合 

新たに、トレーサビリティ確立のための情報システムを構築する場合には、次のような

検討を行い、情報システムを構築する。 

 

（１） 情報システム基本設計実施のための業務分析 

・ 識別単位やロットの定義 

・ 入荷業務、出荷業務分析 

・ コンピュータの活用実態（データベース、コード体系など） 

 

（２） 情報システム基本設計のための仕様の整理 

・ データベース仕様 

・ 入出力仕様 

・ 外部通信仕様 

・ システムのハード構成（共同利用型データベースセンターの設置の可能性も含む） 

 

＜情報システムを開発する方法としては、自前で開発する場合、開発を委託する場合、パ

ッケージシステムやＡＳＰ（アプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客にレ

ンタルする事業者）を利用する場合がある。これらのいずれの方法が望ましいかは、性能、

費用を比較することによって決定することとする。＞ 

 

＜以下は情報システム開発を外部に委託する場合＞ 

・ 情報システム開発委託のための準備作業 

・ 情報システム開発委託先の決定 

・ 情報システム開発委託先の管理 

 

＜以下は情報システムを自前で開発する場合＞ 

・ 情報システムの基本設計 

データのバックアップ方式やセキュリティシステムにも留意する。 

・ 情報システムの実施設計 

コード体系の特定化には既存システムとの整合性にも留意する。 

・ 情報システムの開発 
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10－２ トレーサビリティ手順書の作成 

基本構想書に基づいて、トレーサビリティシステムを運用管理するための手順書を作成

する。 

 

（１）手順書作成のための事前整理 

手順書の作成に着手する前に、次の観点から当該製品の特性を再確認し整理しておく。 

① 製品や原材料の取扱いの単位とともに、その統合や分割、保管、移動など、製品の製造

や流通の流れを把握する。この中には、製品そのものの処理の仕方とともに、情報や製

品の管理の仕方も含まれる。これらは識別管理のシステムを作る際の基礎資料となる。 

② 製品の流れの中に、どのような危害や衛生、安全性、環境などのリスクが存在するか、

その対策はどのようになされているかを把握する。 

③ 関連法規にもとづいて、衛生条件や表示事項の遵守など、各プロセスにおいてコンプラ
イアンス上必要な作業を明らかにしておく。 

 
（２）手順書の作成 

手順書においては、いつ、どこで、だれが、どのような作業を行うかが明確にされてい

る必要がある。作業内容には、製品の識別のための一連の作業、記録すべき情報項目、記

録の方法、保存方法と保存期間などを含む。 

 

すでに、品質管理ＩＳＯ9000 シリーズ、衛生管理ＨＡＣＣＰ、環境管理ＩＳＯ14000 シ

リーズや各種認証制度を取得し、トレーサビリティシステムによってそれら情報を提供し

ようとする場合、管理情報とトレーサビリティシステムとの整合性を図る。 

 

10－３ 導入スケジュール等の作成 

手順書を作成した後、それに基づいた活動を行うためのスケジュールの作成等を行う。 

このため、導入計画として、（１）実施スケジュール、（２）試験試行計画、を作成する

とともに、（３）関係者の研修を行う。 

 

（１） 実施スケジュール 

教育、研修の実施期間、試験試行の実施期間に関するスケジュールを作成する。 

 

（２） 試験試行計画の策定 

システムの実効性を確認するために、試験試行を行うことが望ましい。 

試験試行計画の中で、チェック項目を特定化するとともに、そのチェック結果を記録し

システム改善に結びつけることが有効である。 
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（３） 関係者の研修 

トレーサビリティシステム運用のための専任体制を組むことができる場合は別として、

通常の場合では、食品の仕入れ担当者、出荷担当者、物流担当者などは通常の業務に加え

て、トレーサビリティシステムに関する業務を実施することとなるので、要員配置ととも

に業務効率性にも配慮することが必要である。 

トレーサビリティシステムはなじみの少ないシステムであるので、初期時点で混乱が生

じないよう、すばやく、正確に情報を入力し、照合・記録など必要な作業を行うことがで

きる能力を身につけるための研修を行うことが有効である。 

このため、試験試行を行う前に、トレーサビリティシステムの関係者に対して、手順書や

各担当者の作業内容、情報の受渡し方法などを説明し理解してもらう研修を実施する。 

 

この後、システムの試験試行を行う。 

 



 53

１１．トレーサビリティシステム導入後の留意点 

 

11－１ システムの評価、修正 

トレーサビリティシステムの試験試行の結果に基づいて、システムの評価、修正を行う。 

 

11－２ 広報、マニュアルの整備 

 

（１） 内外への広報 

広報は、これからトレーサビリティを実現するという決意、あるいは実現しているとい

うことを消費者に表明し理解してもらうために行うものである。一方的に広報するだけで

はなく、消費者の意見を聞くことができる仕組みを構築しておくことも有効である。 

 

（２） マニュアルの整備 

本格稼働のための組織、体制の整備を行うとともに、蓄積されるノウハウを入れ込んで、

その運用マニュアル（システム編、データベース編、運用編、セキュリティ編）を作成す

る。 

必要に応じて、関係者の間でルールや規則を決めておくことも有効である。 

 

この後、システムを正式に稼働させる。 

 

11－３ システムの更新 

 

（１） システム評価の定期的な実施 

システム評価計画（評価項目、評価基準、評価実施時期、評価体制）を作成し、それに基

づいてシステムの評価を行う。 

内部検査や外部検査を実施している場合には、その結果を評価の対象とすることとする。 

 

（２） システムの更新 

システムの更新は、次のような場合が生じた時に実施することが有効と考えられる。 

・定期的なシステム評価によって更新が必要と判断された場合 

・生産・出荷、処理・加工・流通・販売の工程が変更された場合 

・関連法規が変更された場合 

・取引条件や取扱品目など関連する環境に変化が生じた場合 

・適用可能な新規技術の開発がなされた場合 

・消費行動に大きな変化がみられた場合 

 

システムを更新することによって情報のやりとりに変更が生じる場合には、取引先と連

携することによって非効率が生じないよう配慮することが必要である。 



 54

１２．トレーサビリティシステムで用いられる情報伝達方法 

 

12－１ 情報伝達の媒体 

トレーサビリティにおいて作成、保管、照合等されるデータをやりとりするための情報

伝達媒体の例を下記に記載する。なお、下記はあくまで例であり、情報技術の進展により、

日々新しい情報伝達媒体が開発されていることに留意が必要である。 

情報伝達媒体は、その種類毎に技術的制約、製品に関わる経済的なコスト等が異なる。

このため、トレーサビリティに取り組もうとする主体は、自らが実施可能な範囲内におい

て、対象とする食品に適した情報伝達媒体を選択し、トレーサビリティシステムを構築す

ることが望ましい。 

たとえば、手書きの紙による書類を媒体とし、それらを保管することによってもトレー

サビリティが確保されると考えられる。 

また、複数の媒体を併用できる仕組みとすることや、データをコンピュータで管理する

場合に、共同利用型のデータベースセンターを設置することが有効である場合もある。 

 

（１） 紙の書類 

定型フォーム化等された紙の書類に、情報を記入し情報をやりとりする方法である。 

紙の書類には、「製品と結合して用いられるもの（ラベル、梱包材など）」と「製品に添

付されるもの（証明書、送り状、請求書、納品書など）」の２種類がある。 

紙の書類の識別方法には、ＩＤ番号などを記入して識別する場合と、証明書、送り状と

ラベルなど書類そのものの束で識別する場合とがある。 

管理方法としては、台帳に記入する方法やコンピュータで管理する方法が考えられる。 

 

（２） バーコード 

太さや間隔の異なる棒を並べ合わせて表示する符号により情報をやりとりする方法であ

る。 

食品のパッケージ等に印刷または貼付されて使用される。 

（特徴） 

・ 読取率が高い。 

・ 非接触での読取が可能。 

・ メディアが紙で安価。 

 

（３）二次元コード 

白と黒の点や線を縦横に複雑に組み合わせて表示する符号により情報をやりとりする方

法である。 

縦横の二つの方向に情報を記録するため、バーコードに比べ小さなスペースに多くの情
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報を盛り込むことができる。 

バーコードを縮小して縦に多段階に並べたスタック型と、白と黒を升目状のパターンで

表示するマトリックス型がある。 

（特徴） 

・ 情報量が大きい。 

・ 読取率が高い。 

・ 非接触での読取が可能。 

・ メディアが紙で安価。 

・ リーダの価格がバーコードに比べて高価。 

 

（４）電子タグ（IC タグ） 

非接触でデータを読み取り又は書き込みできる、持ち運び可能なデータ媒体により情報

をやりとりする方法。 

ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification）とも呼ばれる。 

（特徴） 

・ 情報量が大きい。 

・ 読取率が高い。 

・ 非接触での読取が可能。 

・ 透過読取も可能。 

・ 再書込も可能。 

・ セキュリティ性が高い。 

・ メディアがメモリで高価。 
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 紙の書類 バーコード 二次元コード ＩＣタグ 

情報入力・読取

り時のミス 

人的能力に左右

される 

生じにくい 生じにくい 生じにくい 

情報記録容量 一定の制限あり 一定の制限あり

（数十文字程度） 

一定の制限あり

（２～３千文字程

度） 

一定の制限あり

（二次元コードよ

り大きい） 

情報の保管・管

理（量・期間等） 

痛みが生じやす

い 

制約は少ない 制約は少ない 制約は少ない 

情報の処理・検

索 

遅い 早い 早い 早い 

システムメンテ

ナンス 

あまり必要ない 必要 必要 必要 

セキュリティ 保管・管理方法

に依存 

高い 高い 高い 

操作のための研

修等 

あまり必要ない 必要 必要 必要 

データの再書込

み 

可能 不可能 不可能 可能 

透過読取り 不可能 不可能 不可能 可能 

 

 



 57

12－２ コード体系 

トレーサビリティにおける情報のやりとりにおいて、共通のコード体系を用いることは、

データ処理の効率化の観点から重要である。 

ただし、各事業者がすでに利用しているコード体系との整合性にも留意する必要がある。 

食品に関連するコード体系としては、次のようなものが用意されている。 

 

（具体例） 

（１） 「（財）食品流通構造改善促進機構」が青果、食肉、水産物のコードを管理 

 

標準品名コード：4922 から始まる 13 桁コードで標準品名を表す。 

品目 概   要 基本となるコード、規格 

青果 青果の商品種別を、品種（種苗）等に

よって識別する。 

青果物統一品名コード 

（ベジフルコード） 

食肉 食肉の商品種別を畜種、部位、精肉の

組み合わせによって識別する。 

畜種コード：すべての商品形態で必要

となる情報 

部位コード：枝肉、部分肉、精肉の品

名として基本的な情報項目 

精肉コード：精肉の用途やポーション

（カット仕様区分）を示す項目 

牛：（財）日本食肉流通センターのコ

マーシャル規格 

豚：(社)日本食肉格付協会の豚部分肉

取引規格 

鶏：(社)日本食鳥協会の食鶏小売規格

副生物（バラエティミート）：(社)日

本畜産副産物協会の分類基準 

 

水産

物 

水産物の商品種別を、生物学的種や商

品価値等によって識別する。 

なし 

 

 

標準商品属性コード項目：取引において、品名に加えて商品を特定するためのコード 

品 目 属 性 項 目 

青 果 品位基準（等級）、大小基準（階級）、原産地、栽培方法区分、バイオ区分、

糖度 

食 肉 態様、品種、性別、月齢、等級、飼養、原産地 

水産物 態様、形状･部位、加工方法、性別等、採捕方法、締め方、規格（サイズ）、

原産地 
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（２） 「（財）流通システム開発センター」がＪＡＮ（Japanese Article Number）コード

を管理。 

 

○流通情報システムで用いられる日本の共通商品コードであり、国際的にはＥＡＮ

（European Article Number）と呼称 

○バーコードとして商品などに表示され、ＰＯＳ（Point Of Sales）システム、受発注シ

ステム、棚卸、在庫管理システムなどで利用 

○13 桁の標準タイプ（最初の 7 桁がＪＡＮメーカコードになっているものと、最初の 9 桁

がＪＡＮメーカコードになっているものの 2種類がある）と、8桁の短縮タイプが存在 

 

（３） 「（財）流通システム開発センター」がＧＬＮ（Global Location Number）コードを

管理。 

 

○国際ＥＡＮ協会がＥＤＩ（電子データ交換）用に定めた国際標準の企業間取引コード 

○13 桁の数字固定長識別コードで、最初の 2 桁が国番号（日本は 49 又は 45）、次の 10 桁

が各国のコードセンターが付番したコード、最後の 1桁がチェックデジットを示す 

○各国のコードセンターが付番するＧＬＮとの互換性を保ち、世界中の企業や事業所間で

互いに相手をただひとつの固有の記号で認識できるコード 

○国内で既に普及している既存コード（例：ＪＡＮコードなど）を利用可能なコード体系 

 

 

また、コード体系を利用したカタログ登録サービスとして、次のシステムが用意されて

いる。 

 

■「（独法）食品総合研究所・（財）食品流通構造改善促進機構」が青果物に関するカタロ

グ発行システム（「ＳＥＩＣＡ」）を提供。 

 

○Web 上で品目毎に生産物情報、生産者情報、出荷情報を登録および閲覧可能 

○カタログ番号と Web アドレスで個別商品管理と情報公開 

○野菜と果実約 1,700 品目 

○無料で登録閲覧が可能な公的データベース 

○消費者が購入商品の情報を Web で確認できる（携帯電話でも可能） 

○インターネットと世界規格（ＸＭＬ／ＳＯＡＰ）に対応 

 



 59

Ⅳ部 トレーサビリティシステムの開発事例 
 

事例１：外食産業の受発注システムと連動したトレーサビリティシステム 

 

１． システム開発の背景 

  現在、トレーサビリティシステムの試みは多数あるが、外食産業の特質や現場に合った

実用化できるトレーサビリティシステムは存在しない。 

  生産者やサプライヤーは取引先毎の基準に合わせたトレーサビリティ情報を準備しなく

てはならない。また、相互に情報が共有化されていない。 

  トレーサビリティに取り組みたいと思っている企業はどこからやって良いかわからず手

探り状態が続いている。 

このように、外食産業単独ではトレーサビリティシステムの導入促進は難しく、生産者

やサプライヤーも巻き込んだ総括的な仕組みを構築する必要がある。多くの外食産業事業

者が活用できる、汎用性の高いトレーサビリティシステムの構築が必要とされている。 

 

２． 開発システム 

1. 仕入食材におけるトレーサビリティシステム・・・生産履歴から流通まで一環し

た履歴遡及システムの構築 

2. 店舗システム・・・仕入食材におけるトレーサビリティシステムの情報を活かし

たお客様への情報提供システム 

 

【開発システムの特徴】 

●外食産業における仕入食材の切り替え、産地の切り替えに対して、タイムリーに情

報が反映される仕組みであること。 

●お客様へ「外食らしさ」を意識したトレーサビリティ情報の提供が出来ること。 

 

 

３． システム構成図 
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４． トレーサビリティ情報の提供 

お客様への情報提供では、「外食らしさ」を追及して、「美味しい」、「楽しい」、「雰

囲気（ムード）」、そして「安心」に留意する必要がある。 

したがって、従来の情報公開システムで行われている生産履歴・流通履歴情報の公開だ

けでは不十分と考えられる。量販店の情報公開や従来の店舗端末による情報提供と同じで

はいけない。 

実施した「外食らしさ」を加味した消費者への情報提供の方法は次のとおりである。 

①メニュー：差込メニューや店舗ポスターを利用した紙媒体での情報公開・・・美味し

そう、食べてみたいと思う情報を加味したトレーサビリティ情報。 

②ホームページ：特別メニュー情報のお知らせなどを活用した情報公開・・・予約時な

どに利用する事の多いホームページ。行ってみたいと思う情報を加味したトレーサビ

リティ情報。 

③店舗端末：店舗の雰囲気を損なわない映像による情報公開・・・「食事をする」こと

に配慮した情報、1 人のお客様や子供が興味を示すような情報を加味したトレーサビ

リティ情報。 

④店員：お客様からの質問に対応。店員による情報提供。受発注システムから食材の情

報を遡及し、迅速な対応を可能とする。 

 

問合わせ先： 

（社）日本フードサービス協会  TEL 03-5403-1060／FAX 03-5403-1070 

 

アウトプット
システム

外食企業見積 サンプル 発注 発送 検品

受発注受発注
システムシステム

受発注データベース

ステイタス、日付、

商品管理

生産履歴

データベース

SEICA

アウトプット
店舗・店頭
メニュー・ポスター

HPなど

発行

発行

登録

登録

閲覧

出力

電子商品
カタログ

サプライヤー

商品ID番号

商品カタログ番号

一般消費者

生産者

連動

連携
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事例２：集団給食の野菜サラダに使用する食材のトレーサビリティシステム 

 

１． システム開発の背景 

給食・外食は生産地の出荷から最終店舗までの間で包装形態が変わるのが常であり、本シ

ステムはその部分にＩＣタグを活用した。具体的には、市場の仲卸で入荷された「ケース

単位」の野菜を食堂からの注文書に基づき野菜のバラ・ピッキングを行い、新たな「出荷

用コンテナに混載」し、食堂に出荷する。この時に、「複数のＩＣタグを一括読込み」し、

出荷用コンテナに添付する「新たな１枚のＩＣタグ」に「情報をスピーディに書き込んで

情報を継承させる」ことを可能にする。 

ＩＣタグを再利用できるターンアラウンド運用を採用した。 

 

２． 開発システム 

■識別番号（ロット番号）の定義 

ロット番号＝生産者＋ほ場＋品名＋品種＋収穫日＋収穫時間 

    21 桁   ４桁 ３桁 ４桁 ２桁  ６桁  ２桁 

■生産段階から集荷・出荷段階への情報の伝達方法 

ＩＣタグに農家の基本情報はあらかじめ登録されている。収穫日／収穫時間は伝票に記

入し商品と一緒に集荷センターに引き渡す。 

■集荷・出荷段階から流通段階への情報の伝達方法 

出荷時間になると段ボールケースのカードホルダーにセットされたＩＣタグをポータ

ブルリーダーで読取りし、出荷日時を登録する。（入荷処理、ピッキング、生産履歴情

報の入力も行う。） 

■流通段階から店舗段階への情報の伝達方法 

市場での出荷時にトレース情報ＩＣタグをポータブルリーダーで読取りし、担当者と出

荷日時を登録する。（入荷処理、出荷先別個別ピッキング処理、等も行う。） 

■店舗段階での情報公開 

喫食者は食堂に設置されているＰＣ端末のデータベースより野菜サラダのレシピを構

成する野菜の生産者情報等を知ることができる。 

 

 

 

 

 

３． システム構成図 
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問合わせ先： 

（社）日本給食サービス協会  TEL 03-3254-4614 ／FAX 03-3254-4667 
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≪ 参 考 ≫ 
 

全食品 

人間によって、飲食用として消費されることが意図されている、あるいは消費されるこ

とが合理的に予想されるすべての物質や生産物 

食品のトレーサビリティ（追跡可能性） 

生産、処理・加工、流通・販売のフードチェーンの各段階で、食品とその情報を追跡し

遡及できること。 

 

（注１）川下方向へ追いかけるとき追跡（トラッキングまたはトレースフォワード）

といい、川上方向にさかのぼるとき遡及（トレーシングまたはトレースバック）

という。 

（注２）フードチェーンにおける生産、処理・加工、流通・販売の一部の段階で追跡、

遡及に取り組まれている場合は、「トレーサビリティシステム構築に向けた取組

み」という。 

 

＜参考＞ 
● ＩＳＯ9000･2000 における用語の定義 
「考慮の対象となっているものの履歴、適用または所在を追跡できること」 
参考：「製品のトレーサビリティ」は下記各項に関連する。 
・材料および部品の源 
・処理の履歴 
・出荷後の製品の配送および所在 
（注）ＩＳＯ8402･1994 はＩＳＯ9000･2000 に吸収されている。 

● ＥＵの食品法における定義 
「食品、飼料、畜産加工品、およびそれらに使用することが意図された、または予想される物質の、
生産、加工、流通のあらゆる段階を通して、それらを追跡し、さかのぼって調べる能力」 

● フランス工業規格協会（ＡＦＮＯＲ）「農業と食品産業―農業食品産業部門にお
けるトレーサビリティ確立のためのガイドライン」 
「農業・食品産業部門におけるトレーサビリティは主に製品／プロセス（経過）、製品／ローカリゼ
ーション（場所）という２つの組み合わせに適用される。トレーサビリティとはいわば物質の流れ
と情報の流れが結合したものといえる。」 

● Codex 一般原則部会における定義 
「生産、加工及び流通の各段階を通じて食品の移動を追跡する能力」なお、食品を生産する動物、
飼料、肥料、農薬等は、特定のトレーサビリティの適用において適切な場合には「生産」に含まれ
ると解釈される。 
 

ロット 

ほぼ同一の条件下において加工または包装された食品の各段階での取扱い単位のこと。 

またロットを、「種類、品種、大きさ、包装、商標、ならびに原産地といった特徴が同一

である製品のまとまり」として用いることもある。 

品目によって何をロットとするかは異なる。 

 

（注2） 農業においては、ほ場や区画、生産者、生産者団体あたりの生産量（同一の

手順で栽培される同一品種の作物）、養殖においては、養殖水域、生け簀、生

産者、生産者団体あたりの生産量（同一の手順で養殖される同一の水産物）、

漁船漁業においては、漁獲水域、漁船、漁業者、漁業者団体あたりの生産量
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をもってロットとすることもある。集団を単位とする場合には、地域での栽

培・養殖生産協定の締結等生産方法の統一等が必要となる。 

（注3） 食鳥では、同一の鶏舎で、同じ餌、水で育ち、同じワクチン、同じ動物用医

薬品を使用されていることとされている。 

（注4） 同じ条件で包装し直された、異なるロットまたは製品の組み合わせは、不均

一ロットと呼ばれる。 

＜参考＞ 

● JIS における用語の定義 
何らかの目的をもって取りまとめた同種の品物の集まり。その目的によって、発注ロット・購買ロ
ット・生産ロット・運搬ロット・検査ロットなどと呼ぶ。（JIS Z 8141 生産管理用語） 
等しい条件又は等しいと思われる条件下で生産された品物の特定量。（JIS Z 9211 エネルギー管理
用語（その 1）） 
 

データ 

記録された情報。 

 

生産（栽培、飼育、養殖、捕獲） 

農作物の栽培・収穫、収穫物の保管。家畜の飼養および搾乳、採卵、肥育。水産物の育

成作業。動物や魚・貝類等水産物の採捕。 

製造 

原料を用いて半製品（中間製品）や完成製品にするまでの過程 

処理 

加工および調理をしやくするため不要な物や不純な物を除いたりすること 

加工 

人工的な手法で原材料に手を加えること 

流通・販売 

商品を、生産地点から消費地点へ、あるいは供給者から需要者へ良好な状態で移動させ、

または保管し、消費者や需要者へ提供すること 

調理 

食材を用いて、加熱、調合等を行い消費者がそのままの状態で食する食品とすること 

サービス提供 

調理済み食品を消費者へ提供すること 

プロセス 

生産、処理・加工、流通・販売の手順、方法 

 

＜参考＞ 
● ＩＳＯ9000 における用語の解説 
「インプットをアウトプットに変換する、相互に関連するまたは相互に作用する一連の活動」 

識別 

照合番号、あるいはＩＤ番号などによって、①個体、個別製品やロット、②事業者、③

場所を特定できること。番号のつけられていない書類の束によって識別される場合もあ

るが、管理上、番号を付与することが望ましい。 
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識別単位 

識別するときの単位。個体、個別製品やロットであり、食品の生産、処理、加工、流通、

販売の各段階において、食品の形や包装方法が変わるとき、識別単位が変化する場合が

ある。 

識別記号 

識別するための記号。照合番号やＩＤ番号を用いることが多い。 

ハザード 

健康に悪影響をもたらす可能性のある、食品に関連する生物学的、化学的または物理的

な物質、あるいは食品の状態 

リスク 

ハザードによって健康への悪影響が発生する確率と悪影響の程度の関数 

  

＜参考＞ 

● JIS における用語の定義 
傷害が起きる確率と傷害の度合いとの組み合わせ。 

（JIS B 0134 産業品マニピュレーティングロボット ‐用語） 

リスク管理 

すべての関係者と協議しながらリスク低減のための複数の政策・措置の選択肢を立案・

評価し、適切な政策・措置を決定、実施・改善する過程。 

トレーサビリティシステム 

トレーサビリティのための、「識別」、「データの作成」、「データの蓄積・保管」、「データ

の照合」の実施の一連の仕組み。 

組織・体制、文書化された手順書、およびプロセスと経営資源（要員、財源、機械、設

備、ソフトウエア、技術・技法）、規則、教育・研修などからなる。 

事業者 

食品の生産、処理、加工、流通、販売の担い手。生産者、食品企業、関連団体など。 
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「外食に関する消費者向けインターネットアンケート結果」 

（平成 16 年２月実施） 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

外食で知りたい情報としては、「カロリー、成分等栄養や健康増進に関する情報」63.3％、
「産地、生産者、栽培方法等生産履歴がわかる情報」52.6％、「レシピ、使用食材等調
理や加工に関する情報」38.3％があげられている。 

0.2%

6.5%

8.9%

17.1%

38.3%

52.6%

63.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

4.カロリー、成分等栄養や健康増進に関する情報

1.産地、生産者、栽培方法等生産履歴がわかる情報

3.レシピ、使用食材等調理や加工に関する情報

5.第三者機関が行った検査情報や認証情報

2.運搬経路、流通温度等流通履歴がわかる情報

6.特に情報は必要ない

7.無回答

N=1503
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「食品表示に関するアンケート調査結果」（平成 14 年７月総務省行政評価局） 
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「兵庫県食品衛生管理プログラム認定制度実施要領」 

集団給食施設（１回 300 食以上または１日 750 食以上を提供する調理施設）並びに弁当調

製施設（１回 300 食以上または１日 750 食以上を提供する営業施設） 

～トレーサビリティ保障プラグラムのみ一部抜粋 

認定基準 

項目 内容

審査内容 備考・そ
の他 

１ トレーサ

ビリティ

保障プロ

グラム 

（１） 使用した原

材料と最終調

理食品の関係

が特定できる

プログラムが

作成されてい

ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 給食・弁当を

配送する場合

には、最終調

理食品の配送

状況が特定で

きるプログラ

ムが作成され

ていること 

（１）最終調理食品に使用した原材料について、仕入
れ状況における次の内容が明らかになるプロ
グラムが作成されていること。 
①納入業者の衛生管理状況 
②原材料の品質管理状況 
③ロットの定義 
原材料のロットが定義されていること 
④―１原材料が農林水産物の場合 
ア原材料の品名 
イ納入業者の名称、所在地 
ウ原材料の生産者の名称、所在地 
エ原材料の仕入れ年月日 
オ原材料の表示 
カ原材料の仕入れ量 
④―２原材料が製造・加工された食品の場合 
ア原材料の品名 
イ納入業者の名称、所在地 
ウ原材料の製造・加工者の名称、所在地 
エ原材料のロットが確認可能な情報（期限表
示・ロット番号など） 
オ原材料の仕入れ年月日 
カ原材料の表示 
キ原材料の仕入れ量 

（２）最終調理食品について、次の内容が明らかにな
るようなプログラムが作成されていること。 
①ロットの定義 
製品のロットが定義されていること 
②製品の履歴 
ア食品名 
イ調製量 
ウ調整日 
エ使用した原材料ロット 

（３）給食・弁当を配送または販売する場合には、最
終調理食品の次の内容が明らかになるような
プログラムが作成されていること。 
ア配送先の名称、所在地 
イ配送年月日（時間） 
ウ配送量 
エ配送中の温度、時間等 
オ製品のロット名 
カ配送車の種類（冷蔵庫、保冷車、ライトバン
（冷蔵なし）等） 
キ配送者 

 

 

 

※③につい
て 
表示がある
ものは「生
産地・生産
者」を、表
示のないも
のは仕入先
を記録に残
す。 

 


